
P 68

P 69

P 70

P 71



１ 事業の沿革

（１）沿革

主      要      事      項

平成 2. 3. 森本丘陵工業用地開発基本構想を策定

3. 3. 　　　〃　　　　開発基本計画を策定

4. 3. 　　　〃　　　　土地区画整理事業の認可

〃 　　　〃　　　　第１工区の開発造成に着手

5. 7. 29 工業用水道計画調査を開始

6. 3. 15 　　　〃　　　　　　完了

7. 3. 31 工業用水道事業届出を通産省へ提出

〃 5. 8 工業用水道事業施設基準の適合認可

8. 1. 10 浄水場及び配水場用地の取得完了

〃 3. 25 浄水場管理棟築造

〃 5. 10 導水ポンプ場及び導水管路用地の取得完了

〃 12. 26 下涌波導水ポンプ場築造

9. 3. 3 工業用水道事業の料金設定を通産省へ申請

〃 3. 11 工業用水道事業料金設定の承認通知

〃 3. 24 給水開始届出を通産省へ提出

〃 4. 1 一部給水開始

〃 5. 14 給水開始（責任水量 200m3/日）

10. 9. 22 台風7号による集中豪雨で涌波川氾濫、浄水場浸水

11. 5. 28 浸水対策として輪中方式のコンクリート擁壁完成

13. 10. 31 第２工区内配水管布設完了

14. 3. 29 第３工区内配水管布設完了

17. 10. 26 第２工区内給水開始

27. 12. 24 企業局総合防災計画策定

（２）工業用水道事業の計画概要と工事進捗状況

　　金沢市工業用水道事業は、本市産業の多角化・高度化を目指して、先端産業等の集積拠点として

　整備中の金沢テクノパークに、安定かつ良質な工業用水を供給するための事業である。

　　その水源として、涌波川支川表流水及び月浦町溜池の貯留水を取水し、ポンプ圧送により浄水施

　設に導水し、浄水処理後、さらにポンプにより配水池に送水して、自然流下で各企業に3,100 /日

　の工業用水を供給する計画である。

　　これまでの間、涌波川支川を水源とした、1,700 /日の給水能力を有する施設を建設し、事業を

　進めてきている。平成７年度～８年度にかけて取水地点から浄水場に至るまでの施設設備として、

　取水ぜき、導水ポンプ場、導水管1,059ｍ、浄水場（一部設備を除く）の工事を完了した。またこ

　れらと併行して送水管1,742ｍ、配水池、配水管1,236ｍの工事を完了し、平成９年４月より第１工

　区内への給水を開始した。平成９年度には浄水場の中央監視制御、自家発電設備工事を施工すると

　ともに、配水管589ｍの工事を完了した。平成13年度には配水管1,514ｍの工事を完了した。平成17

　年10月より第２工区内への給水を開始した。

年    月    日

第３編 工業用水道事業
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（４）経営分析

①　業務比率

営業収益

（千円／人）

（千円／人）

有形固定資産

一日最大配水量

×

（％）

施 設 利 用 率

負　　荷　　率

（％）

有　　収　　率

（％）

一日最大配水量
×

一日平均配水量

３年度

51.74

58.7 74.9

39.7

２年度

損益勘定所属職員数＋資本勘定所属職員数

100

100

100.0

5.8

66.8

38.7

年間総配水量

職
員
一
人
当
た
り

損益勘定所属職員数

給水量

（ ／人）

年間総有収水量

項　　　目 公　　　　　式

年間総有収水量

年間総配水量
100

一日配水能力

×

経常費用 －長期前受金戻入

期末有形固定資産

営業収益

損益勘定所属職員数

100

年間総有収水量

配水管使用効率

給水費用

有

収

水

量

年間総配水量

給水収益

（円／ ）

有形固定資産（万円）

導送配水管延長

固定資産使用効率

（ ／m）

１

当

た

り

給水収益

年間総有収水量

（ ／万円）

一日平均配水量
×

一日配水能力（％）

最 大 稼 働 率

（円／ ）

51.97

237,498

132.90

12,344

129.10

38.3

51.1

12,595

243,430

128.92

422,028

100.0

406,764

5.8

39.2

４年度

81.4

38.5

47.2

100.0

38.9

123.17

238,710

12,363

391,639

6.1

51.79

余り１００％に近づいても良くない。

導送配水管１ｍ当たりの配水量をみて、その効率
をはかるもの。数値が大きい程利用効率が良い。

浄水場から配水された工業用水のうち、料金とし
て徴収される水量の割合。高い程良い。

職員数は定数内の損益勘定所属職員数241,083

12,894

５年度

82.0

38.9

47.4

100.0

39.3

6.6

53.48

備　　　　　　　　　　　　考

365,534

施設の利用度を把握する。

１００％に近い程良い。

負荷率×最大稼働率

原則として１００％に近い程良い。

有形固定資産1万円当たりの配水量をみて、その
効率をはかるもの。数値が大きい程良い。

給水原価

供給単価

施設の利用の適切性をみる。高い程良いが、
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②　資産・負債及び資本構成比率

③ 財務比率

④　資産資本の回転率

（期首流動資産＋期末流動資産）×１／２

固定資産回転率

公　　　　　式

×

資本金＋剰余金＋固定負債＋繰延収益

×

固定資産

100

営業収益

（回） （期首固定資産＋期末固定資産）×１／２

自己資本回転率

（回）

当年度減価償却費
×

（期首未収金＋期末未収金）×１／２

100
減 価 償 却 率

営業収益

減価償却資産＋当年度減価償却費

（回）

（％）

未収金回転率 営業収益

流動資産回転率

（回）

資本比率（％）

流動資産

項　　　目 公　　　　　式

100
現金預金＋（未収金－貸倒引当金）

流動負債

営業収益

酸性試験比率

流  動  比  率
× 100

現 金 預 金 比 率
× 100

（％） 流動負債

現金預金

（当座比率）（％）

（期首自己資本＋期末自己資本）×１／２

（％） 流動負債

項　　　目

自己資本構成比率

× 100

100

100

資本金＋剰余金＋繰延収益

固定資産対長期
× 100

（％） 資本金＋剰余金＋繰延収益

項　　　目 公　　　　　式

（％） 総資本

×
固定負債

総資本

×

固  定  比  率 固定資産

固定資産構成比率

（％）

固定負債構成比率

固定資産

固定資産＋流動資産＋繰延資産

（％）

５年度

67.973.2

66.2

862.2

88.2

71.2

３年度

66.5

２年度

7.2

75.8

90.9

5.5

２年度 ３年度

66.9

3.85

0.06

0.02

11.29

4.00

0.03

10.72

0.02

0.06

３年度

0.03

２年度

912.2

731.6

70.0 69.1

912.2

906.9727.7

731.6

10.73

0.06

自己資本の利用度をみる。

数値が高い程良い。

固定資産の利用度を表す。

数値が高い程良い。

未収金の回収の程度を表す。

数値が大きい程未収金の回収速度が良好。

流動資産の利用度を表す。

固定資産に投下された資本の回収状況を表す。

11.48

4.44

0.06

0.03

0.020.02

4.13

0.03

４年度

４年度

92.4

４年度

888.7

68.4

893.6

893.6

65.8

3.8

２０％以上が望ましい。

長期適合率

１００％以下が望ましい。

短期債務に対して応ずべき流動資産が十分にある
かどうかの支払能力を示しており、公営企業では
１００％以上が望ましい。

自己資本で固定資産をどの程度まかなっているか
をみる。低い程良い。

低い程良い。

即時支払能力をみる。

当座資産（現金、預金、未収金）と流動債務の対
比で、支払能力をみる。１００％以上が望まし
い。

備　　　　　　　　　　　　考

備　　　　　　　　　　　　考

比率が小さい程良いが、公営企業は施設事業でも
あり、一般的に高いのが特徴。

2.4

５年度

862.2

857.6

93.3 ５０％以上が望ましい。

５年度

63.4

備　　　　　　　　　　　　考
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⑤　損益に関する比率

○各算式にて用いた用語の内容は次のとおりである。

① 有形固定資産＋無形固定資産－土地－立木－建設仮勘定－電話加入権 ⑤ ＝ － －

② 資本金＋剰余金＋繰延収益 ⑥ ＝ － －

③ 資本＋負債 ⑦ ＝ －

④ 給料＋手当＋法定福利費＋賞与等引当金繰入額＋退職給付費－児童手当 ⑧ ＝ －

2,278.72 1,291.76

146.84

3.12

－

100.00 100.00

28.50

100.00

29.42

3.31

6.41

181.10

100.00

1,691.81

100.00

△ 0.84 －

90.07

88.08

×

100

29.86

事業収益

3.26

9.65

110.37

1,388.20

88.50
料金収入

支払利息＋企業債取扱諸費
×

建設改良費等の財源に充てるための企業債・長期借入金
＋その他の企業債・長期借入金＋一時借入金

100

× 100

×

経常収益

経常費用

＝

58.03

建設改良のための企業債元金償還金
× 100 137.19

100

56.03

4.03

67.36

92.52

＝

〃

96.48

＝

（％）

利 子 負 担 率

（％）

総収益対総費用比率

（期首総資本＋期末総資本）×１／２
100

総収益
×

営 業 収 支 比 率
100

（％）

（％）

×
営業収益

営業費用

100

総 資 本 利 益 率

項　　　目

×

総費用

当年度経常損益

公　　　　　式

 企業債元金償還金対 建設改良のための企業債元金償還金

当年度減価償却費－長期前受金戻入

料
金
収
入
に
対
す
る
比
率

企 業 債 利 息 企業債利息

経 常 収 支 比 率 経常収益

料金収入

（％） 経常費用

企 業 債 元 利

償 還 金（％）

職 員 給 与 費

（％）

企業債元金償還金

100

 減価償却費比率（％）

料金収入

×

２年度 ３年度

職 員 給 与 費

減 価 償 却 資 産

自 己 資 本

総 資 本

195.17

料金収入

職員給与費
×

（％）

＝

建設改良のための企業債元利償還金
100

65.91

14.07

（％）

５年度 備　　　　　　　　　　　　考４年度

0.80

事業費用

数値が高い程良い。

総資本に対する利益の割合を示す。

企業債発行額が事業規模に適正かどうかを判断す
る基準で、低い程良い。

特別利益

特別損失

起債元金が、その補てん財源である減価償却費に
占める割合を表す。低い程良い。

業務活動能率を表す。

事業収益

事業外費用 特別損失

事業外収益 特別利益

資金調達のための負債に対する利子費用の利率の
高低をみるもの。

営業費用

営業収益

事業費用

3.70

29.83

収益と費用の相対的な関連性を表す。100.00

〃
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34.10 35.01
30.06 29.96

7.28 5.01

3.32 2.15

4.50 4.21

3.61 3.41

18.32
19.72

23.67
25.63

20.92 19.71

12.58
18.23

6.09 6.77

4.77

5.20

37.71
42.47

45.16

44.52

0.00

100.00

200.00

２年度 ３年度 ４年度 ５年度

工業用水道給水原価（１ｍ３あたり）推移

その他の維持費

薬品費

修繕費

動力費

減価償却費及び除却費

支払利息

人件費

128.92
132.90

（単位：円）

その他の維持費

薬品費

動力費

減価償却費及び除却費

支払利息

人件費

修繕費

123.17

129.10

80



128.92 132.90 
123.17 

129.10 

51.74 51.97 51.79 53.48 

0.00

100.00

200.00

２年度 ３年度 ４年度 ５年度

給水原価及び料金単価の推移(1ｍ3あたり)

給水原価 料金単価

12,594,825円
12,343,905円 12,363,255円

12,894,255円

000万円

200万円

400万円

600万円

800万円

1000万円

1200万円

1400万円

２年度 ３年度 ４年度 ５年度

工業用水道料金収入（給水収益）の推移

1,400万円

1,200万円

1,000万円

(単位：円)

81



82


